
用 語 の 解 説 

＜人口動態＞ 

 ・自然増減 

   出生数から死亡数を減じたものをいう。 

 ・乳児死亡  

   生後１年未満の死亡をいう。 

 ・新生児死亡 

   生後４週未満の死亡をいう。 

 ・早期新生児死亡 

   生後１週未満の死亡をいう。 

 ・妊娠期間 

   出生、死産及び周産期死亡の妊娠期間は満週数による（昭和５３年までは数えによ

る妊娠月数）。 

    早期：妊娠満３７週未満（２５９日未満） 

    正期：妊娠満３７週から満４２週未満（２５９日から２９３日） 

    過期：妊娠満４２週以上（２９４日以上） 

 ・死産 

   妊娠満１２週（妊娠第４月）以後の死児の出産をいい、死児とは、出産後において

心臓膊動、随意筋の運動及び呼吸のいずれも認めないものをいう。 

 ・自然死産と人工死産 

   人工死産とは、胎児の母体内生存が確実であるときに、人工的処置（胎児又は付属

物に対する措置及び陣痛促進剤の使用）を加えたことにより死産に至った場合をい

い、それ以外は全て自然死産とする。 

    なお、人工的処置を加えた場合でも、次のものは自然死産とする。 

（１）胎児を出生させることを目的とした場合 

（２）母体内の胎児が生死不明か、又は死亡している場合 

 ・周産期死亡 

   妊娠満２２週（１５４日）以後の死産に早期新生児死亡を加えたものをいう。 

 ・合計特殊出生率 

   その年次の１５歳から４９歳までの女性の年齢別出生率を合計した値で、１人の女

性が仮にその年次の年齢別出生率で一生の間に生むとしたときの子ども数に相当す

る。 

 ・世帯の主な仕事 

   農家世帯：農業だけ又は農業とその他の仕事を持っている世帯 

   自営業者世帯：自由業・商工業・サービス業等を個人で経営している世帯 

常用勤労者世帯（Ⅰ）：企業・個人商店等（官公庁は除く）の常用勤労者世帯で、

勤め先の従事者数が１人～９９人までの世帯（日々又は１

年未満の契約の雇用者はその他の世帯） 

常用勤労者世帯（Ⅱ）：常用勤労者世帯（Ⅰ）にあてはまらない常用勤労者世帯及



び会社団体の役員の世帯（日々又は１年未満の契約の雇用

者はその他の世帯） 

   その他の世帯：上記にあてはまらないその他の仕事をしている世帯 

   無職の世帯：仕事をしている者のいない世帯 

＜患者調査＞ 

・受療の状況 

  傷病の診断・治療 

傷病の診断、治療のための受診。 

  正常分娩（単胎自然分娩） 

調査日に分娩した者。下記のような異常及び合併症を有し、それらについて診療

を行った者の分娩については、 「１ 傷病の診断・治療」とする。 

    ＜傷病例＞早産、多胎、骨盤位、会陰裂傷、帝王切開等。 

   正常妊娠・産じょくの管理 

正常妊娠の管理、分娩後のケア及び検査のための受診。下記のような異常及び合

併症を有し、それらについて診療を行った者の妊娠・産じょくの管理については、

「１ 傷病の診断・治療」とする。 

    ＜傷病例＞多胎妊娠、貧血、流産、気管支炎、糖尿病、妊娠高血圧症候群、人工

妊娠中絶等。 

   健康者に対する検査・健康診断（査）・管理 

       健康な者に対する一般的検査・健康診断（査）及び管理のための受診。ただし、

産婦の入院に伴って在院しており、沐浴その他の介補や、新生児が誰でも受ける

健康管理行為を受けても、健康上問題がない新生児は対象外とする。 

＜例＞特定健診、特定保健指導、人間ﾄﾞｯｸ、ﾂﾍﾞﾙｸﾘﾝ反応検査、妊娠の確定してい

ない妊娠検査等。 

   予防接種（外来のみ） 

      予防接種のみを目的とした受診。 

   ＜例＞ＢＣＧ、麻しんワクチン等。 

  その他の保健サービス 

      上記１～５以外の受診理由による受診。 

    ＜例＞血液及び組織提供者、医療相談、アフターケア（義眼・義手・義足・コン

タクトレンズ・手術治癒後の形成手術）、美容形成（二重まぶた等）、歯科

の予防処置、診断書の交付等。 

・傷病分類 

   本調査における傷病は、世界保健機構(WHO）の「国際疾病、傷害および死因統計分

類(ICD）」に基づき分類している。この ICD は、明治 33 年に初めて作成されて以来、

医学の進展に伴いおよそ 10 年ごとに改正が行われている。昭和 59 年から平成５年

の本調査においては、「第９回修正国際疾病、傷害および死因統計分類(ICD-9）」

に基づく分類を行っていた。なお、今回の調査では「国際疾病、傷害および死因統

計分類（ICD-10(2003 年版)準拠）」を適用している。この ICD-10 は、平成８年以

降の本調査において分類を行っているが、分類体系の大幅な変更等があるため、傷



病によっては時系列的に比較できる部分もあるが、比較できない部分もある。 

 

・受療率 

  患者数を人口 10 万対であらわした数。 

  受療率(人口 10 万対)＝   患者数  ×100,000 

               推計人口 

 

・退院患者平均在院日数 

  調査対象期間中（平成 23 年 9 月 1 日～30 日）に退院した患者の在院日数の平均。 

 

＜患者調査・医療施設調査・病院報告＞ 

 ・医療施設の種類 

   病   院…医師又は歯科医師が医業又は歯科医業を行う場所であって、患者２０

人以上の入院施設を有するものをいう。 

   一般診療所…医師又は歯科医師が医業又は歯科医業を行う場所（歯科医業のみは除

く）であって、患者の入院施設を有しないもの又は患者１９人以下の

入院施設を有するものをいう。 

   歯科診療所…歯科医師が歯科医業を行う場所であって、患者の入院施設を有しない

もの又は患者１９人以下の入院施設を有するものをいう。 

     なお、診療所には、医療法第５条の規定により医師又は歯科医師が往診のみによ

って診療に従事するものを含む。 

 ・病院の種類 

   精神科病院…精神病床のみを有する病院 

   結核療養所…結核病床のみを有する病院 

   一 般 病 院…上記以外の病院（平成 10 年までは伝染病院も除く） 

 ・地域医療支援病院 

   他医療機関から紹介された患者に医療を提供し、また、他医療機関の医師等医療従

事者が診療、研究又は研修を行う体制並びに救急医療を提供し得る病院として知事

が承認した病院（「医療法」（昭和 23 年法律第 205 号）第 4条） 

 ・救急告示病院 

   「救急病院等を定める省令」（昭和 39 年厚生省令第 8号）第 2条第 1項の規定に基

づき、救急病院として知事が告示した病院 

 ・病床の種類 

   精神病床…精神疾患を有する者を入院させるための病床 

   感染症病床…「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」（平成

10 年法律第 114 号）に規定する一類感染症、二類感染症（結核を除

く）、新型インフルエンザ等感染症及び指定感染症並びに新感染症

の患者を入院させるための病床 

   結核病床…結核の患者を入院させるための病床 

        療養病床…病院の病床（精神病床、感染症病床、結核病床を除く）又は一般診療所



の病床のうち主として長期にわたり療養を必要とする患者を入院させる

ための病床 

        一般病床…精神病床、感染症病床、結核病床、療養病床以外の病床 

        経過的旧その他の病床…旧医療法第 7条第２項に規定する「その他の病床」であっ

て、「医療法等の一部を改正する法律」（平成 12 年法律第 141 号）の施

行後、療養病床又は一般病床のいずれかに移行する届出をしていない病

床（平成 15 年 8 月までの経過措置） 

        経過的旧療養型病床群…「経過的旧その他の病床」のうち、主として長期にわたり

療養を必要とする患者を入院させるための一群の病床（平成 15 年 8 月ま

での経過措置） 

        介護療養病床…療養病床のうち、「健康保険法等の一部を改正する法律（平成 18 年

法律第 83 号）附則第 130 条の２第１項の規定によりなおその効力を有す

るものとされた介護保険法」に規定する都道府県知事の指定介護療養型

医療施設としての指定に係る病床 

 ・在院患者 

   病院の全病床及び診療所の療養病床に毎日２４時現在在院している患者をいう。 

 ・新入院患者・退院患者 

   毎月中における新たに入院した患者、退院した患者をいい、入院してその日のうち

に退院した患者も含む。 

 ・外来患者 

   新来・再来・往診・巡回診療患者の区別なく、全てを合計したものをいい、同一患

者が二つ以上の診療科で診療を受け、それぞれの科でカルテが作成された場合は、

それぞれの診療科の外来患者として取り扱う。 

 

 


